
＜問題１＞ 

  ＡからＣまでのうち、下線部分が正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの 

中から１つ選びなさい。 

 

Ａ ワッセナー・アレンジメントの Category 2 Materials Processing にあたる貨物は、

輸出令別表第１の６の項に規定されている。 

Ｂ ワッセナー・アレンジメントの Sensitive List にあたる貨物は、提出書類通達の別 

表２の付表２に規定されている。 

Ｃ ワッセナー・アレンジメントの Category 7 Navigation and Avionics にあたる貨物

は、輸出令別表第１の１１の項に規定されている。 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 



＜問題２＞ 

  下記の参照条文の下線部分について、ＡからＣまでのうち、正しい説明はい 

くつあるか、後記１から３までの中から１つ選びなさい。 

 

Ａ 貿易外省令第９条第２項第七号イの下線部分の「その技術」とは、外為令別 

表の１６の項に掲げる技術のことである。 

Ｂ 貿易外省令第９条第２項第七号イの下線部分の経済産業大臣告示とは、核 

兵器等開発等告示のことである。 

Ｃ 貿易外省令第９条第２項第七号ハの下線部分の経済産業大臣告示とは、通 

常兵器開発等告示のことである。 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

（参照条文）貿易外省令第９条第２項第七号 

 七 前号に掲げるもののほか、令別表の１６の項に掲げる技術を提供するこ 

とを目的とする取引であって、当該技術を内容とする情報が記載され、若し 

くは記録された文書、図画若しくは記録媒体の提供若しくは電気通信によ 

る当該技術を内容とする情報の送信を伴わないもの又は次に掲げるいずれ 

の場合にも（本邦又は外国（輸出令別表第３の２に掲げる地域以外の外国を 

いう。以下この号において同じ。）において居住者又は外国の非居住者に提 

供することを目的とする取引にあっては、イ、ロ及びニのいずれの場合にも） 

該当しないもの 

イ その技術が核兵器等の開発等のために利用されるおそれがある場合と 

して経済産業大臣が告示で定めるとき。 

ロ その技術が核兵器等の開発等のために利用されるおそれ（その技術を 

提供した後にその技術の提供を受けた者がその技術を内容とする情報 

を適切に管理しない場合において生ずる当該おそれを含む。）があるも 

のとして経済産業大臣から許可の申請をすべき旨の通知を受けたとき。 

ハ その技術が輸出令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物（核兵器等に

該当するものを除く。ニにおいて同じ。）の開発、製造又は使用のため

に利用されるおそれがある場合として経済産業大臣が告示で定めると

き。 

ニ  その技術が輸出令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物の開発、製造

又は使用のために利用されるおそれ（その技術を提供した後にその技

術の提供を受けた者がその技術を内容とする情報を適切に管理しない

場合において生ずる当該おそれを含む。）があるものとして経済産業大

臣から許可の申請をすべき旨の通知を受けたとき。 

�  



＜問題３＞ 

包括許可取扱要領の別表２の左欄の条件の（５）の（表）について、Ａから 

Ｃまでのうち、下線部分が正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中

から１つ選びなさい。 

 

Ａ 一般包括役務取引許可が適用できる外為令別表の６の項（１）に該当する技

術をアルゼンチンにあるアルゼンチン軍の研究所向けに提供する際、「その

他の軍事用途」に「利用される場合」、当該取引を行った後に当該取引の内

容について経済産業大臣に事後の報告を行うことが必要である。 

Ｂ 一般包括役務取引許可が適用できる外為令別表の６の項（１）に該当する技

術をハンガリーにあるハンガリー軍の研究所向けに提供する際、「その他の

軍事用途」に「利用されるおそれがある場合」、当該取引を行う前に当該取

引の内容について経済産業大臣に事前の届出を行うことが必要である。 

Ｃ 一般包括役務取引許可が適用できる外為令別表の６の項（１）に該当する技

術をフィンランドにあるフィンランド軍の研究所向けに提供する際、「核兵

器等の開発等」に「利用される疑いがある場合」、当該取引を行う前に当該

取引の内容について経済産業大臣に事前の報告を行うことが必要である。 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

  



＜問題４＞ 

  輸出令別表第１の８の項、貨物等省令第７条第四号について、正しい説明は 

いくつあるか、後記１から３までの中から１つ選びなさい。 

 

Ａ ニューラルコンピュータ専用に設計された集積回路Ｐは、貨物等省令第７ 

条第四号に該当しない。 

Ｂ 医療用に設計された装置Ｑに組み込まれたシストリックアレイコンピュー 

タは、貨物等省令第７条第四号に該当しない。 

Ｃ 光コンピュータ専用に設計された光学部品Ｒは、貨物等省令第７条第四号 

  に該当する。 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

 

 

 

  

次のいずれかに該
当するものを除く。
イ　医療用に設計さ
れた装置
ロ　医療用に設計さ
れた装置に組み込
まれたもの

部分品

貨物等省令第７条に掲
げる貨物

貨物等省令
第７条
第四号

電子計算機であって、次のいずれかに該当するもの又は
その附属装置、電子組立品若しくは部分品
イ　シストリックアレイコンピュータ
ロ　ニューラルコンピュータ
ハ　光コンピュータ

シストリックアレイコン
ピュータ

データの流れ又は変更が利用者によっ
て、ロジックゲイトのレベルで動的に制御
可能な計算機をいう。

ニューロン（神経細胞又は神経突起）又は
その集合体の作用を模擬するように設計
又は設計変更された演算装置をいう。す
なわち、以前のデータに基づいて多数の
演算構成要素間の相互接続の重み付け
及び数を調節できるハードウェアの能力に
よって、特徴付けられる演算装置を指す。

ニューラルコンピュータ

他の用途に用いるこ
とができるものを除
く。

光コンピュータ データ表現のために光を用いるように設計
又は設計変更されている計算機であっ
て、かつ、その演算論理素子が直接光学
デバイスに結合しているものをいう。



＜問題５＞ 

  ＡからＣまでのうち、下線部分が正しい説明はいくつあるか、後記１から３ 

までの中から１つ選びなさい。 

 
Ａ 役務通達別紙１では、「輸出令別表第１中解釈を要する語」が規定されてい 

る。 
Ｂ 役務通達別紙１－２では、「いわゆるクラウドコンピューティングサービス 

の解釈」が規定されている。 

Ｃ 役務通達別紙１－３では、「特定類型の該当性の判断に係るガイドライン」 

が規定されている。 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  



＜問題６＞ 

外為令別表の９の項について、ＡからＣまでのうち、正しい説明はいくつあ 

るか、後記１から３までの中から１つ選びなさい。 

 

（参照条文） 

外為令別表 技術 

９の項 （１）輸出令別表第１の９の項の中欄に掲げる貨物の設計、

製造又は使用に係る技術であつて、経済産業省令で定

めるもの 

（２）輸出令別表第１の９の項（１）から（３）まで又は

（５）から（６）までに掲げる貨物の設計、製造又は

使用に係る技術であつて、経済産業省令で定めるもの

（（１）及び１５の項の中欄に掲げるものを除く。） 

（３）通信用に設計したマイクロ波用集積回路の設計又は

製造に係る技術であつて、経済産業省令で定めるもの

（７の項の中欄に掲げるものを除く。） 

（４）超電導材料を用いた通信装置の設計又は製造に係る

技術であつて、経済産業省令で定めるもの（７の項の

中欄に掲げるものを除く。） 

 

Ａ 輸出令別表第１の９の項に該当しない貨物の設計、製造又は使用に係る技

術は、外為令別表の９の項に該当することはない。 

Ｂ 外為令別表の９の項（２）の「輸出令別表第１の９の項（１）から（３）ま

で又は（５）から（６）までに掲げる貨物」とは、「輸出令別表第１の９の

項（１）から（３）まで又は（５）から（６）までに該当する貨物」という

意味である。 

Ｃ 外為令別表の９の項（３）の「７の項」とは、「外為令別表の７の項」のこ

とである。 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題７＞ 

ＡからＣまでのうち、正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中か 

ら１つ選びなさい。 

 

Ａ 重要管理対象技術告示の重要管理対象技術は、外為令別表の１６の項に該

当する、特定の設計、製造又は使用に係る技術から構成されている。 

Ｂ 重要管理対象技術告示の重要管理対象技術をニュージーランドにあるメー 

カーに提供する者は、経済産業大臣に契約締結前に規定の報告書を提出し 

なければならない。 

Ｃ 公開特許情報は、重要管理対象技術告示の重要管理対象技術から除かれて 

いる。 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

 

 

  



＜問題８＞ 

ＡからＣのうち、正しい説明は、いくつあるか、後記１から３までの中から 

 １つ選びなさい。なお、ＡからＣまでの輸出貨物は、全て輸出令別表第１の１ 

 ６の項に該当する。  

 

Ａ 本邦にあるメーカーＸは、韓国にあるメーカーＹより炭素繊維強化プラスチ 

ック１トンの注文を受けた。その際、メーカーＹからは、当該炭素繊維強化 

プラスチックを使用して、大陸間弾道ミサイルの製造に使用すると連絡があ 

った。この場合、メーカーＸは、輸出許可申請不要である。 

Ｂ 本邦にあるメーカーＸは、インドにあるメーカーＹよりニッケル合金１トン 

  の注文を受けた。その際、メーカーＹからは、当該合金を使用して、大陸間 

弾道ミサイルの貯蔵設備の製造に使用すると連絡があった。この場合、メー 

カーＸは、輸出許可申請不要である。  

Ｃ 本邦にあるメーカーＸは、台湾にあるＹ大学より、マグネシウム合金の注文

を受けた。その際、Ｙ大学からは、当該マグネシウム合金で、核融合に関す

る研究で、専ら天体に関する研究に使用すると連絡があった。この場合、メ

ーカーＸは、輸出許可申請不要である。  

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題９＞ 

ＡからＣまでのうち、正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中か 

ら１つ選びなさい。  

 
Ａ 輸出令第１４条の「核兵器等」とは、輸出令第４条第１項第一号イで規定さ 

れている。 

Ｂ 輸出令第４条第１項第一号イで規定されている「核兵器等」は、輸出令第１ 

４条に該当する。 

Ｃ 輸出令第４条第１項第一号イで規定されている「核兵器等」を無許可輸出し 

た者は、外為法第６９条の６第２項第二号の罪責に問われる。 

 

１．１個   

２．２個   

３．３個 

 

（参照条文） 

外為法第６９条の６第２項第二号 

二 第４８条第１項の特定の種類の貨物であつて、核兵器等又はその開発等のため 

に用いられるおそれが特に大きいと認められる貨物として政令で定める貨物につ 

いて、第２５条第４項の規定による許可を受けないで同項の規定に基づく命令の 

規定で定める取引をしたとき又は第４８条第１項の規定による許可を受けないで 

同項の規定に基づく命令の規定で定める輸出をしたとき。 

 

（参照条文） 

輸出令第４条（特例） 

輸出令第４条第１項第一号 

第４条 法第４８条第１項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。ただし、別表 

第１の１の項の中欄に掲げる貨物については、この限りでない。 

一 仮に陸揚げした貨物のうち、本邦以外の地域を仕向地とする船荷証券（航空 

貨物運送証その他船荷証券に準ずるものを含む。）により運送されたもの（第 

三号及び第四号において「外国向け仮陸揚げ貨物」という。）を輸出しようとす 

るとき（別表第３に掲げる地域以外の地域を仕向地として輸出しようとする場合 

にあつては、次に掲げるいずれの場合にも該当しないときに限る。）。 

イ その貨物が核兵器、軍用の化学製剤若しくは細菌製剤若しくはこれらの散布 

のための装置又はこれらを運搬することができるロケット若しくは無人航空機 

であつてその射程若しくは航続距離が３００キロメートル以上のもの（ロ、第三 

号及び第１４条において「核兵器等」という。）の開発、製造、使用又は貯蔵（ロ 

及び同号において「開発等」という。）のために用いられるおそれがある場合と 

して経済産業省令で定めるとき。 

ロ その貨物が核兵器等の開発等のために用いられるおそれがあるものとして 

経済産業大臣から許可の申請をすべき旨の通知を受けたとき。 



（参照条文） 

輸出令第１４条（核兵器等の開発等に用いられるおそれが特に大きい貨物） 

第１４条  法第６９条の６第２項第二号に規定する政令で定める貨物は、別表第１の

１の項（（５）、（６）及び（１０）から（１２）までを除く。）及び同表の２から４まで

の項の中欄に掲げる貨物（核兵器等を除く。）とする。 

 

  



＜問題１０＞ 

役務通達１（３）の「用語の解釈」について、ＡからＣまでのうち、下線部 

分が正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中から１つ選びなさい。  

 

Ａ 「取引」とは、「有償無償にかかわらず、取引当事者双方の合意に基づくも

の」をいう。 

Ｂ 「提供することを目的とする取引」とは、「特定国において又は特定国の非

居住者に対して技術を提供することを内容とする取引」をいう。  

Ｃ 「提供」とは、「他者が利用できる状態に置くこと」をいう。 

 

１．１個  

２．２個  

３．３個 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題１１＞ 

  本邦にあるメーカーＳは、来月、以下の条件の装置Ｘをインドネシアにある

子会社Ｔに輸出する予定である。装置Ｘは、輸出令別表第１の１６の項に該当

するが、装置Ｘの内部には、輸出令別表第１の９の項（７）に該当する暗号装

置Ｐと輸出令別表第１の３の項（２）に該当するポンプＱが、それぞれ１セッ

ト正当に組み込まれている。この場合、メーカーＳは、どのような対応をした

らよいか、正しいものを後記１から３までの中から１つ選びなさい。 

  
 （条件） 

 ①装置Ｘは、輸出令別表第１の１６の項に該当。装置Ｘの初期製造時の市場 

価格は２００万円。 

 ②暗号装置Ｐは、装置Ｘの初期製造時に、１セット９０万円で専門メーカー 

から購入。 

 ③ポンプＱは、装置Ｘの初期製造時に、１セット１５万円で専門メーカーよ 

り購入。 

  

 
１．装置Ｘの内部にある暗号装置ＰとポンプＱについて、運用通達の１０％ル 
 ールは適用できないので、いずれも輸出許可を取得する必要がある。 
２．装置Ｘの内部にある暗号装置ＰとポンプＱについて、暗号装置Ｐは、運用通

達の１０％ルールは適用できないが、少額特例が適用できる。ポンプＱは、運

用通達の１０％ルールが適用できるので、輸出許可は不要である。 
３．装置Ｘの内部にある暗号装置ＰとポンプＱについて、いずれも運用通達の 
 １０％ルールが適用できるので、輸出許可は不要である。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題１２＞ 

ＡからＣまでの少額特例に関する説明のうち、正しい説明はいくつあるか、 

後記１から３までの中から１つ選びなさい。 

 

Ａ 本邦にあるメーカーＸは、フランスにあるメーカーＹより、戦闘機の制御用 
  に輸出令別表第１の６の項（１）に該当する軸受の注文を受けた。総価額は、 

９８万円であったので、この場合、少額特例を適用することができる。なお、 
輸出令別表第１の６の項には、告示貨物はない。 

Ｂ 少額特例が適用できる貨物について、ＵＳドルで契約をした場合、契約月 
  が、２０２５年１月であれば、２０２５年４月に輸出する場合でも、少額特 

例の総価額の換算は、２０２５年１月の「基準外国為替相場及び裁定外国為 
替相場」のＵＳドルのレートで計算する必要がある。 

Ｃ 本邦にあるメーカーＸは、得意先のインドにある日系のメーカーＹに、輸出

令別表第１の６の項に該当する工作機械１台（市場価格５００万円）を無償

で２年間貸し出す予定である。メーカーＸは、当該工作機械を無償で輸出す

るので、少額特例を適用して輸出することができる。  

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

  



＜問題１３＞ 

  ＡからＣまでのうち、正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中か 

ら１つ選びなさい。 

 

Ａ 本邦にある銀行Ｑの銀行員Ｘは、副業の許可を得て、米国にある投資銀行の

東京支店の為替ディーラーとして雇用され、週２回、東京支店で数時間、勤

務している。この場合、銀行員Ｘは、特定類型①に該当しない。 

Ｂ 本邦にある銀行Ｑの銀行員Ｘは、副業の許可を得て、米国にある米国財務省

の調査員として雇用され、週３回、駐日米国大使館で数時間、勤務している。

この場合、銀行員Ｘは、特定類型①に該当する。なお、銀行Ｑと米国財務省

の間に何らの合意もない。 

Ｃ 本邦にあるＺ大学に通う中国人留学生Ｒ（来日から９ヶ月目）については、

中国人民銀行と請負契約を結び、月に１回、日本のバブル期の不動産政策に

ついて、レポートを提出している。Ｚ大学が外為令別表の１６の項に該当す

る技術を当該留学生Ｒに提供する場合、当該留学生Ｒは特定類型①にあた

るので、キャッチオール規制の要件に該当しないか確認をする必要がある。 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題１４＞ 

  ＡからＣまでのうち、正しい説明はいくつあるか後記１から３までの中か 

ら１つ選びなさい。 

 

Ａ  本邦にある貿易会社Ｘのマレーシア支店は、輸出令別表第１の６の項（１） 

に該当する軸受（価額９０万円）を韓国にあるメーカーＹより購入し、中国 

にあるメーカーＺに売却する予定である。当該軸受は、韓国にあるメーカー 

Ｙより中国にあるメーカーＺに直接輸出される。メーカーＺの用途は、航続 

距離３００キロを超える無人航空機の製造である。この場合、貿易会社Ｘは、 

少額特例が適用できるので、外為法第２５条第４項に基づく仲介貿易取引 

許可申請は不要である。  

Ｂ 本邦にある貿易会社Ｘの台湾支店は、外為令別表の１の項に該当する銃の  

設計図面を米国にあるメーカーＹより購入し、イスラエルにあるメーカー  

Ｚに売却する予定である。当該銃の設計図面は、メーカーＹよりメーカーＺ  

に直接提供される。この場合、貿易会社Ｘは、外為法第２５条第１項に基づ 

く役務取引許可申請が必要である。 

Ｃ 本邦にある貿易会社Ｘのインドネシア海外現地法人は、輸出令別表第１の 

１の項に該当する産業用銃を香港にあるメーカーＹより購入し、マカオに 

あるメーカーＺに売却する予定である。当該産業用銃は、メーカーＹよりメ 

ーカーＺに直接輸出される。メーカーＺの用途は、住宅建築用途であっても 

貿易会社Ｘは、外為法第２５条第４項に基づく仲介貿易取引許可申請が必 

要である。 

  

１．１個  

２．２個  

３．３個 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜問題１５＞ 

  本邦にあるメーカーＸは、ドイツにある遠心分離機のメーカーＹから、遠心 
分離機Ｐの専用部分品で、回転を安定させる専用マイコンＱ（１００個）の注 
文を受けた。メーカーＸは、専用マイコンＱを製造し、来月、輸出する予定で 
ある。この場合、専用マイコンＱの該非判定について、正しい説明を後記１か 
ら３までの中から１つ選びなさい。なお、遠心分離機Ｐは、輸出令別表第１の 
３の２の項（２）３に該当することが、メーカーＹからの情報で判明している。 

 
（参照条文） 

輸出令別表 

第１ 

３の２の項 

（２）３ 

遠心分離機 貨物等省令

第２条の２

第２項 

第三号 

連続式の遠心分離機であって、次のイから

ニまでのすべてに該当するもの 

イ 流量が１時間につき１００リットルを

超えるもの 

ロ 研磨したステンレス鋼又はチタンで構 

 成されたもの 

ハ メカニカルシールで軸封をしているも 

 の 

ニ 定置し、かつ、閉じた状態で蒸気によ

り内部の滅菌をすることができるもの  

 

１．専用マイコンＱは、輸出令別表第１の３の２の項（２）３に該当する遠心分 

離機Ｐの専用部分品であれば、輸出令別表第１の３の２の項（２）３に該当と 

判定する。 

２．専用マイコンＱは、輸出令別表第１の３の２の項（２）３に該当しない遠心 

 離機にも取り付けられるのであれば、輸出令別表第１の３の２の項（２）３に 

非該当と判定し、取り付けられなければ、該当と判定する。 

３．輸出令別表第１の３の２の項（２）３の政令では、遠心分離機「本体」が 

 規制されており、「部分品」は規制されていない。貨物等省令第２条の２第２ 

 項第三号でも「部分品」は規制されていない。よって、専用部分品である専用 
マイコンＱは、輸出令別表第１の３の２の項（２）３に非該当と判定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題１６＞ 

ＡからＣのうち、正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中から１ 

つ選びなさい。 

 

Ａ イタリアにあるメーカーＸは、現在、本邦で開催されている国際見本市に最 

新のポンプＺ（輸出令別表第１の３の項（２）９に該当）を出品したところ、 

台湾にあるメーカーＹが購入することになり、本邦から台湾に輸出するこ 

とになった。この場合、メーカーＸは、無償告示第一号３が適用できるので、 

輸出許可は不要である。 

Ｂ 本邦にあるメーカーＸは、３年前に輸出許可を取得して、マレーシアにある 

メーカーＹに輸出令別表第１の３の２の項（２）２に該当する発酵槽１セッ 

トを輸出した。当該発酵槽の制御装置が故障したので、メーカーＹは、メー 

カーＸに修理を依頼し、一旦、日本に戻した。メーカーＸは、故障した制御 

装置を修理するとともに、顧客サービスの観点から、より滅菌しやすいよう 

に内部の部品を無償で一部グレードアップして交換した。この場合、メーカ 

ーＸは、無償告示第一号１が適用できるので、輸出許可は不要である。 

Ｃ 本邦にあるメーカーＸは、１０年前に輸出許可を取得して、韓国にあるメー 

  カーＹに輸出したバルブ（輸出令別表第１の３の項（２）７に該当）１台が 

壊れたので、日本に送り返してもらった。到着後、メーカーＸは修理し、韓 

国に返送する場合、修理費用と送料を合わせて、５５万円となったが、貨物 

自体を無償で輸出するのであれば、無償告示第一号１が適用できるので、輸 

出許可は不要である。 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

（参照条文）無償告示第一号（抜粋） 

一 無償で輸出すべきものとして無償で輸入した貨物であって、次に掲げるもの（１か

ら５までの項に規定する貨物であって北朝鮮を仕向地とするものを除く。） 

 １ 本邦から輸出された貨物であって、本邦において修理された後再輸出されるも

の 

 ２ 本邦において映画を撮影するために入国した映画製作者が輸入した映画撮影

用の機械及び器具 

 ３ 本邦において開催された博覧会、展示会、見本市、映画祭その他これらに類す

るもの（４に掲げるものを除く。）に外国から出品された貨物であって、当該博覧

会等の終了後返送されるもの（輸出貿易管理令別表第４に掲げる地域（以下

「特定地域」という。）以外の地域から輸入された貨物であって、特定地域を仕向

地として返送されるものを除く。） 

４ 保税展示場で開催された国際博覧会、国際見本市その他これらに類するものの

運営又はこれらの施設の建設、維持若しくは撤去のために必要な貨物であって、



当該国際博覧会等の終了後返送されるもの（特定地域以外の地域から輸入さ

れた貨物であって、特定地域を仕向地として返送されるものを除く。） 

５～９（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題１７＞ 

  ＡからＣまでのうち、正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中か 

ら１つ選びなさい。 

 

Ａ 本邦にあるメーカーＸの担当者は、いつも役務取引許可を取得するのに時

間がかかるので、取引先のタイにあるメーカーＹの担当者と事前に相談し、

外為令別表の２の項に該当するプログラムＱを日本時間の午前２時にメー

カーＸのホームページにアップロードした。メーカーＹの担当者が、プログ

ラムＱをダウンロードしたのをログで確認し、すぐにホームページから削

除した。この場合、プログラムＱは、一時的にも不特定多数に公開されてい

るホームページに公開されたので、「公知の技術」にあたり、メーカーＸは、

役務取引許可は不要である。 

Ｂ 本邦にあるＱ大学のＸ教授は、来週ドイツで行われるロボットに関する国

際学会の招きで、外為令別表の６の項に該当するロボット技術についてプ

レゼンを行う予定である。この国際学会には、２０ユーロの参加費を払えば、

だれでも参加できるので、この国際学会にイランや北朝鮮からの参加者が

いたとしても、Ｑ大学は事前に役務取引許可を取得する必要はない。 

Ｃ 輸出令別表第１の１から１５の項までに該当する貨物については、経済産

業大臣から輸出許可を取得していれば、当該貨物の輸出に付随して提供さ

れるプログラムや据付などの使用の技術を非居住者に提供する際、貿易外

省令第９条第２項第十二号により、役務取引許可は不要である。 

 

１．１個  

２．２個  

３．３個 

 

 

 

  



＜問題１８＞ 

  下線部分の経済産業大臣告示について、正しいものを後記１から３までの 

中から１つ選びなさい。 

 

（参照条文）貿易外省令第９条第２項第十四号ハ 

輸出令別表第１の中欄に掲げる貨物（経済産業大臣が告示で定めるものを除く。） 

と同時に提供される当該貨物を使用するために特別に設計されたプログラムで 

あって、いかなる形でもソースコードが提供されないものを提供する取引 

 

１．無償告示  

２．告示貨物  

３．使用技術告示 

 

 

 

  



＜問題１９＞ 

  ＡからＣまでのうち、輸出者等遵守基準を定める省令（遵守基準省令）につ 

いて、正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中から１つ選びなさい。 

 

Ａ 外為法第５５条の１０第１項の輸出者等が個人の場合は、遵守基準省令に

従う法的義務はない。 

Ｂ 遵守基準省令第２条によれば、特定重要貨物等輸出者等は、同一の者を該非 

確認責任者及び統括責任者に選任することができる。 

Ｃ 遵守基準省令と外為法等遵守事項を比較すると、外為法等遵守事項の方が 

  努力規定が多い。 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  



＜問題２０＞ 

  本邦にあるメーカーＳは、１年前にトルコにあるメーカーＴに輸出した測 

定装置Ｘが故障したので、測定装置Ｘの修理を検討している。この場合、メ 

ーカーＳの対応について、正しい説明を後記１から３までの中から１つ選び 

なさい。 

 
（前提条件） 

①測定装置Ｘは、輸出令別表第１の２の項（１２）２、貨物等省令第１条第十七 

号に該当する。 

②トルコは、「い地域②」である。 

 

１．メーカーＳは、故障した測定装置Ｘと全く同じ仕様の測定装置を先にメー 

 カーＴに輸出し、故障した測定装置Ｘを後日、送り返してもらうことにした。 

 この場合、無償告示第一号１の規定が適用できるので、先に輸出する交換用 

 の測定装置について輸出許可は不要である。 

２．メーカーＳは、故障した測定装置Ｘを先に日本に戻し、その交換として、 

 全く同じ仕様の測定装置をメーカーＴに輸出することにした。この場合、無償 

告示第一号１の規定が適用できるので、輸出許可は不要である。 

３． メーカーＳは、故障した測定装置Ｘを先に日本に戻し、その交換として、 

 全く同じ仕様の測定装置をメーカーＴに輸出することにした。この場合、無償

告示第一号１の規定を適用して輸出しても良いし、取得している特別一般包

括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可を適用して輸出しても良い。 

 
 （参照条文） 

    仕向地 
輸出令 
別表第１項番 

い地域① い地域② ろ地域（ち地

域を除く。） 
ち地域 

輸出令別表第１

の２の項（１２）

に掲げる貨物で

あって、貨物等省

令第１条１４号

又は１７号に該

当するもの 

特別一般 

 
一般 

特別一般 

 

特定 ― 

 
�  



＜問題２１＞ 

以下の問題文を読んで、正しい場合は「１」を、誤っている場合は「２」を 

マークしなさい。 

 

本邦にある貿易会社Ｘは、特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム） 

取引許可を適用して、輸出令別表第１の７の項（１）に該当する集積回路１０， 

０００個をアルゼンチンに輸出し、現地の販売子会社Ｙでストック販売する 

場合、需要者として予定されている者等について確認を行い、かつ特別一般包 

括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可を適用することができない第 

三国にて転売される予定がないことを確認する必要がある。 

 

１．正しい。  

２．誤っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題２２＞ 

以下の問題文を読んで、正しい場合は「１」を、誤っている場合は「２」を 

マークしなさい。 

 

本邦にあるメーカーＸの営業部長は、代表取締役から、あらゆる手段を使って

今期の営業予算を達成しろと厳命されたので、やむなく輸出令別表第１の２の

項（１５）に該当するロボット（価格５，０００万円）をリスト規制非該当と偽

り、無許可で中国にあるメーカーＹに輸出した。メーカーＸが外為法７２条第１

項第一号により、罰金刑が科される場合、７億円以下となる。下線部分は正しい。 

 

１．正しい。 

２．誤っている。 

 

  



＜問題２３＞ 

以下の問題文を読んで、正しい場合は「１」を、誤っている場合は「２」を 

マークしなさい。 

 

輸出管理規則(EAR)の§734.9(b)で規定されている国家安全保障(NS)直接製

品規則の規制対象国は、D:1 国群、E:1 国群(テロ支援国)及び E:2 国群である。

ベネズエラ及び中国は D:1 国群であるが、パキスタンは D:1 国群、E:1 国群又は

E:2 国群のどの国群にも含まれないため、国家安全保障(NS)直接製品規則の規制

対象国とはならない。 

 

１．正しい。 

２．誤っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題２４＞ 

以下の問題文を読んで、正しい場合は「１」を、誤っている場合は「２」を 

マークしなさい。 

 

Entity List には、当該 Entity List 掲載者へ EAR 規制対象品目を輸出･再 

輸出又は国内移転する場合に規制対象となる品目が規定されており、この規制

対象品目を当該 Entity List 掲載者に再輸出する場合には、用途に係わらず

BIS の許可が必要である。但し、脚注付きではない Entity List 掲載者とする。 

 

１．正しい。 

２．誤っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題２５＞ 

以下の問題文を読んで、正しい場合は「１」を、誤っている場合は「２」を 

マークしなさい。 

 

輸出管理規則(EAR)に違反して輸出権限等が停止されている輸出権限停止者 

(Denied Persons)向けに EAR 規制対象品目を輸出又は再輸出することは禁止

されているが、日本国内における EAR 規制対象品目の輸出権限停止者との取引

は禁止されていない。 

 

１．正しい。 

２．誤っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２４年度 

 

安全保障輸出管理実務能力認定試験（第２１回） 

 

（ＳＴＣ Advanced）試験問題 

 

 

 

 

 

  



※問題文中で使用される略称・用語について 

外為法 外国為替及び外国貿易法 

輸出令 輸出貿易管理令 

外為令 外国為替令 

貨物等省令 輸出貿易管理令別表第１及び外国為替令別表の規定に基づき貨物又は技術

を定める省令 

貿易外省令 貿易関係貿易外取引等に関する省令 

遵守基準省令 輸出者等遵守基準を定める省令 

核兵器等開発等省

令 

輸出貨物が核兵器等の開発等のために用いられるおそれがある場合を定め

る省令 

通常兵器開発等省

令 

輸出貨物が輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物（核兵器

等に該当するものを除く。）の開発、製造又は使用のために用いられるお

それがある場合を定める省令 

無償告示 輸出貿易管理令第４条第１項第二号のホ及びヘの規定に基づく経済産業大

臣が告示で定める無償で輸出すべきものとして無償で輸入した貨物及び無

償で輸入すべきものとして無償で輸出する貨物 

核兵器等開発等告

示 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第９条第２項第七号イの規定により経

済産業大臣が告示で定める提供しようとする技術が核兵器等の開発等のた

めに利用されるおそれがある場合 

通常兵器開発等告

示 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第９条第２項第七号ハの規定に基づく

経済産業大臣が告示で定める提供しようとする技術が輸出貿易管理令別表

第１の１の項の中欄に掲げる貨物（同令第４条第１項第一号イにおいて定

める核兵器等に該当するものを除く。）の開発、製造又は使用のために利

用されるおそれがある場合 

重要管理対象技術 

告示 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第１０条第３項の規定に基づく重要管

理対象技術を提供することを目的とする取引を行おうとする者に報告を求

める事項 

運用通達 輸出貿易管理令の運用について 

役務通達 

 

外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項の

規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について 

提出書類通達 輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請に係る提出書類

及び注意事項等について 

事前相談手続通達 特定貨物の輸出・役務取引・特定記録媒体等輸出等の許可申請に係る事前

相談及び一般相談について（お知らせ） 

キャッチオール規

制通達（補完規制

通達） 

大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸出手続等に

ついて 

仲介貿易運用通達 外国為替及び外国貿易法第２５条第４項の規定に基づき許可を要する外国

相互間の貨物の移動を伴う取引について  

特定手続等運用通 電子情報処理組織を使用して行う特定手続等の運用について 



達 

使用技術告示 貿易関係貿易外取引等に関する省令第９条第２項第十二号、第十三号及び

第十四号の規定に基づく経済産業大臣が告示で定める使用に係る技術、プ

ログラム及び貨物 

告示貨物 輸出貿易管理令別表第３の３の規定により経済産業大臣が定める貨物 

特定類型 役務通達１（３）サで規定されている①から③までに掲げる者 

輸出令別表第３ 

(グループＡ) 

アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブルガリア、

カナダ、チェコ、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、 

ギリシャ、ハンガリー、アイルランド、イタリア、大韓民国、 

ルクセンブルク、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、 

ポーランド、ポルトガル、スペイン、スウェーデン、スイス、英国、 

アメリカ合衆国 

輸出令別表第３の

２ 

アフガニスタン、中央アフリカ、コンゴ民主共和国、イラク、レバノン、

リビア、北朝鮮、ソマリア、南スーダン、スーダン 

輸出令別表第４ イラン、イラク、北朝鮮 

リスト規制該当貨

物（技術） 

輸出令別表第１（外為令別表）の１から１５までの項に該当する貨物（技

術）をいう。 

 

 


